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本日の内容

• 所属先の紹介＆自己紹介

• 脱炭素／GX経営に取り組む背景

• 脱炭素／GX経営は「見える化」から開始

• 脱炭素／GX経営の事例紹介



所属先の紹介＆自己紹介

赤木純子（あかぎじゅんこ）

• 北九州市環境審議会委員
• 北九州GX推進コンソーシアムボードメンバー
• 北九州市立大学非常勤講師

• 以前は国立環境研究所で日本国の温室効果ガス
排出量の「見える化」業務に従事（国の統計・
国連報告・国際協力、他）

地球環境戦略研究機関（IGES、アイジェス）

• サステナビリティ・シンクタンク
• チェンジ・エージェント
• アジア太平洋地域が主なフィールド

• 本部：神奈川県葉山町
• 拠点：東京・神戸・北九州・バンコク

IGES北九州アーバンセンター

• 研究テーマ：持続可能な都市（グローバルとロ
ーカルをつなぐ政策の実践・提言）

• 職員９名



「北九州GXエグゼクティブビジネススクール」を主催
＜概要＞

主催：IGES
共催：北九州市、FAIS、北九州高専
協力：多数－産官学金連携で開催

＜対象＞

企業の経営者、経営幹部層、次世代を担う若手人材

＜目標＞

自社のGX経営を語れるようになる！

＜実績＞

受講企業数：31社（リピーター企業を含む）
満足度：100％

現在、第3期を開講中。



顧客の期待等が顕在化する前の、根源的な変化を早期に察知していくことが肝要。

脱炭素経営／GX経営で必要なこと

気候変動が企業に影響を与える「経路」

出所：JCLP HP「企業が脱炭素に取り組む理由とは？ ～RE100における製造業の動向から、背景を読み解く～」（2022年7月4日）



気象災害

近年の気温上昇は著しい。

2025年、日本の夏平均気温偏差は＋2.36℃。昨年、一昨年の記録（＋1.76℃）を大幅に超過。
地球温暖化がなかったと仮定すると、ほぼ発生し得ない。

出所：A-PLAT KIDS； 気象庁「2025年夏の記録的高温の要因とは？～気象庁異常気象分析検討会による分析結果の概要～」（2025年10月23日）



気象災害

世界の主な異常気象・気象災害（2015年～2021年発生）

気象庁の研究結果として、近年の顕著な災害をもたらした異常気象について、一定程度、
地球温暖化の影響があったことを指摘。
出所：国土交通省「国土交通白書 2022」



科学・研究

温度上昇の原因は、人間活動に伴い大気中に排出される温室効果ガス。

• 気温上昇と累積排出量は比例関係にあるので、1.5℃上昇
までの排出枠（カーボンバジェット）が導き出される。

• 世界の年間状況を踏まえると数年内に1.5℃を超過見込み。
• 早期の脱炭素化が必要。

• 上位5か国：中国＞米国＞インド＞ロシア＞日本
• 一人当たり：米国＞ロシア＞日本＞中国＞インド
• 日本は196か国の5位。対策はマスト。



科学・研究

温度上昇の影響

• 対策なし ⇒ 6℃の上昇
• 対策あり ⇒ 1.5～2℃以内の上昇

• 影響は広範囲に及ぶ。



科学・研究

世界のGDPは２倍に。でも、環境・社会は危機的状況で、不公平な状況。

出所：Fanning, A.L., Raworth, K. Doughnut of social and planetary boundaries monitors a world out of balance.
Nature 646, 47–56 (2025). https://doi.org/10.1038/s41586-025-09385-1

低所得国 中所得国 高所得国



認知の変化

政治経済のリーダーが考えるグローバルリスク（2025年1月公表）

出所：世界経済フォーラム「グローバルリスク報告書2025年版：紛争、環境、偽情報が最大の脅威に」（2025年1月）

1. 誤報と偽情報
2. 異常気象
3. 国家間武力紛争

1. 異常気象
2. 生物多様性損失
3. 地球システムの危機的変化



政策の変化

グローバルアジェンダ：「社会経済システムの変革」が必要。

国際条約 概要

持続可能な開発のための
2030アジェンダ
（2015年）

貧困を撲滅し、持続可能な世界を実現する。
17の目標と169のターゲットからなる「持続可能な開発目標（SDGs）」。

パリ協定
（2015年）

世界の平均気温上昇を産業革命以前と比べて1.5℃以内に抑える。
2030年までにGHG排出量を半減、2050年までに実質ゼロを目指す。

昆明・モントリオール
生物多様性枠組
（2022年）

2050年ビジョン：自然と共生する世界の実現。
2030年までに生物多様性の損失を食い止め、回復させる。

国際プラスチック条約
（協議中）

2022年3月に「プラスチック汚染を終わらせる：法的拘束力のある国際約束に
向けて」が採択され、INC※を設置。2025年8月にINC-5.2を開催。

※プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際文書策定に向けた政府間交渉委員会（INC）



政策の変化

各国の政策に落とし込み。パリ協定で5年毎に提出が求められる国が決定する貢献（NDC）。

• トランプ政権は脱
退を表明

• 2040年に9割削減
の法案提出

• 2035年の目標は
検討中

出所：資源エネルギー庁「エネルギー白書2025」



米国・EUの政策

米国はトランプ政権下で停滞。EUはグリーン・ディールの既存目標を継続。

出所：資源エネルギー庁「エネルギー白書2025」



これまでも一貫して対策は強化される方向

出所：JCLP「脱炭素、エネルギー安全保障の向上、経済成長に向け、1.5℃目標に整合した目標設定を求めます」（2024年7月30日）



国内政策の変化

GX政策の進展（2022年～）

 成長志向型カーボンプライシング構想

・炭素排出への価格付けに伴い「炭素排出は損をする」という認識を醸成

 サステナビリティ情報開示の義務化

・気候変動の進展に伴うリスク・機会への対応を検討・整理し、情報を開示する

・投資家や金融機関との対話を促進する



成長志向型カーボンプライシング構想

「規制 資金フロー 投資」を回してGX市場の成長を促す

カーボンプライシング（CP）
炭素排出への値付け

先行投資支援
大規模官民投資の呼び水

出所：分野別投資戦略（令和5年12月22日）

今後10年間で150兆円超
の官民GX投資を実現



炭素に価格がつく時代に突入

排出量取引制度（GX-ETS）：2026年度本格稼働

• 年間CO2直接排出量10万t以上の事業者が対象

• 各事業者の排出量に上限を設定

• 事業者間で排出枠を市場で取引（2027年秋～）

• 排出量取引の対象は国内の直接排出分のみ
（いわゆる、スコープ１に相当）

化石燃料賦課金制度：2028年度導入

• 石油、石炭、天然ガスなどの化石燃料の輸入事業者が対象

• 各燃料のCO2排出量に応じ賦課

出所：電気新聞



サステナビリティ情報開示の義務化

出所：金融庁「サステナビリティ開示基準の適用及び保証制度の導入に向けたロードマップ」

スコープ１，２
排出量

気候変動関連リスク・機会の情報開示

ガバナンス
どのような体制で検討し、それを
企業経営に反映しているか。

戦略
短期・中期・長期にわたり、企業
経営にどのように影響を与えるか。
またそれについてどう考えたか。

リスク管理
気候変動のリスクについて、どの
ように特定、評価し、またそれを
低減しようとしているか。

指標と目標
リスクと機会の評価について、ど
のような指標を用いて判断し、目
標への進捗度を評価しているか。



事業活動に伴う温室効果ガス排出

サプライチェーン全体で温室効果ガス排出量を管理する。

出所：資源エネルギー庁「知っておきたいサステナビリティの基礎用語～サプライチェーンの排出量のものさし「スコープ1・2・3」とは」



サプライチェーン排出量のマッピング

出所：環境省「グリーン・バリューチェーンプラットフォーム」



サプライチェーン排出量の概念図
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製品のライフサイクルの段階ごとに見た、
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その他事業を支える活動ごとに見た、
サプライチェーン排出量
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温室効果ガス排出量の計算（見える化）

GHG排出量 ＝ 活動量 排出原単位 地球温暖化係数

出所：環境省「フリーン・バリューチェーン・プラットフォーム」

例：スコープ３のカテゴリ１（購入した製品・サービス）



事業活動に伴う排出量の大半をスコープ３が占める。金融業は特徴がある。

大手企業が温室効果ガス排出量の削減を進めるために、
取引先との対話に乗り出す。
（１次データの連携や共同研究などに向けて）

大手企業の排出プロファイル

出所：日経GX：連載「分解Scope3」 全15カテゴリーを企業事例で解説



データの活用例：取引先との連携を判断

「企業間で協調して削減するか」 or 「排出量の少ない企業から調達するか」

トヨタ、部品会社に21年排出３％減要請
供給網で脱炭素

ホンダ、調達網全体で50年CO2ゼロ
年4％減を要請

日本建設業連合会
施工段階におけるCO2の排出抑制

ファーストリテイリング（ユニクロ）
サプライチェーン排出削減の取り組み

出所：日経電子版、日刊自動車新聞電子版、「建設業の環境自主行動計画第7版2021－2025年度」、日経ESG

サプライヤエンゲージメント：ZF社の場合

• 2040年までにカーボンニュートラルを実現するために、CFPの低い製品調達を
目指す。サプライヤに期待するCFP値を示した上で、実績値を把握／評価する

出所：ZF Friedrichshafen AG



脱炭素 循環経済（サーキュラーエコノミー）

天然資源の新規投入を抑えてGHG削減 循環経済は「18R」

出典：やさしいごみの専門書ー収集しゅうしゅう・処理しょりからリサイクルまでー

従来の3R



各国でサーキュラーエコノミーを推進

EU：循環型計画行動計画を策定・推進 日本：サーキュラーなビジネスを後押し

出所：JETRO「EU循環型経済関連法の最新概要」、2024年11月 出所：経済産業省「循環経済ビジョン2020（概要）」、 2020年5月



脱炭素 DX（デジタルトランスフォーメーション）

出典： BIPROGY 出典： NTT DATA



事例紹介：㈱パブリック

出所：環境省「中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集」



事例紹介：㈱パブリック

実行ロードマップ
の作成・実施

出所：環境省「中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集」



32

対話に前向きな姿勢が求められている

脱炭素？GX？
分からないし、うちには関係ない。

脱炭素？GX？
うちはこういうことをやってます。

脱炭素／GX経営の要求は強まるばかり。今すぐ始めましょう！



ご清聴ありがとうございました。
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